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資料３
品確法に基づく瑕疵担保責任の特例の概要

住宅の品質の確保の促進等に関する法律（品確法）においては、民法の特例として、

構造耐力上主要な部分及び雨水の浸入を防止する部分について、引渡から１０年間の

瑕疵担保責任を義務付けている （短縮不可）。

【新築住宅の瑕疵担保責任を10年間義務づける部分のイメージ】

○ 木造（在来軸組工法）の戸建住宅の例

○ 鉄筋コンクリート造（壁式工法）の共同住宅の例
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２階建ての場合の骨組（小屋組、軸組、床組）等の構成 【構造耐力上主要な部分】 
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２階建ての場合の骨組（壁、床版）等の構成 
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品確法に基づく瑕疵担保責任の特例

①住宅を新築する建設工事の請負契約：注文者に引き渡したときから１０年間

②新築住宅の売買契約：売主が買主に引き渡したときから１０年間

【持家、賃貸、分譲の瑕疵担保責任の関係と戸数】

Ｈ１７
着工実績

持家 ３５万戸

賃貸 ５２万戸

分譲 ３７万戸

供給側 ユーザー側

請負業者
注文主
（居住者）

①

請負業者 注文主
賃借人
（居住者）

①

請負業者 宅建業者
買主

（居住者）
① ②

持家：建築主が自分で居住する目的で建築する
もの
貸家：建築主が賃貸する目的で建築するもの
　　　　（投資用マンションを含む）
分譲：建売又は分譲の目的で建築するもの
共同等：共同住宅及び長屋建て

①

②

住宅の新築工事の請負人の瑕疵担保責任
（品確法第９４条）

新築住宅の売主の瑕疵担保責任
（品確法第９５条）

宅建業者① ②


